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海外労働事情

　

ド
イ
ツ
政
府
は
移
民
の
社
会
統
合
に
力
を

注
い
で
い
る
。
統
合
策
を
強
化
す
る
改
正
移

民
法
を
七
月
六
日
に
成
立
さ
せ
た
。
さ
ら
に

同
月
一
二
日
に
は
、
移
民
の
統
合
状
態
を
改

善
す
る
た
め
に
、
連
邦
政
府
、
州
政
府
、
移

民
団
体
な
ど
の
代
表
が
参
加
す
る
第
二
回
統

合
サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
し
、
国
家
統
合
計
画
を

採
択
し
た
。
こ
う
し
た
統
合
策
に
腐
心
す
る

一
方
で
、
好
景
気
の
持
続
で
人
材
不
足
に
陥

っ
て
い
る
専
門
職
を
補
う
た
め
に
、
政
府
は

八
月
二
四
日
、
中
・
東
欧
諸
国
か
ら
の
労
働

者
の
受
入
れ
制
限
措
置
を
電
機
・
機
械
技
術

者
に
限
っ
て
、
一
一
月
一
日
か
ら
撤
廃
す
る

こ
と
を
決
定
し
た
。

１
．
統
合
策
の
強
化
と
反
響

（
１
）
改
正
移
民
法

　

連
邦
参
議
院
は
七
月
六
日
、
連
邦
議
会
を

三
月
二
八
日
に
通
過
し
た
移
民
法
改
正
法
案

を
可
決
し
、
同
法
が
成
立
し
た
。
今
回
の
改

正
は
〇
五
年
一
月
一
日
に
施
行
さ
れ
た
移
民

法
（
表
１
お
よ
び
表
２
参
照
）
を
、外
国
人
・

難
民
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
（
欧
州
連
合
）
指
令
の

適
用
、
移
民
の
社
会
統
合
促
進
、
治
安
対
策

の
観
点
か
ら
修
正
す
る
も
の
で
あ
る
。
概
要

は
次
の
と
お
り
。

・
強
制
結
婚
を
阻
止
す
る
た
め
に
、
ド
イ

ツ
に
呼
び
寄
せ
る
外
国
人
配
偶
者
の
最

低
年
齢
を
一
六
歳
か
ら
一
八
歳
に
引
き

上
げ
る
。
ま
た
、
呼
び
寄
せ
る
配
偶
者

に
簡
単
な
ド
イ
ツ
語
知
識
が
あ
る
こ
と

の
証
明
を
義
務
づ
け
る
。
も
し
偽
装
結

婚
の
疑
い
が
あ
る
場
合
、
担
当
官
は
ド

イ
ツ
へ
の
入
国
を
拒
否
で
き
る
。

・
移
民
に
統
合
コ
ー
ス
（
ド
イ
ツ
語
、
法

令
・
文
化
・
歴
史
）
へ
の
参
加
を
義
務

づ
け
る
。
参
加
を
拒
む
者
に
は
最
高
一

〇
〇
〇
ユ
ー
ロ
の
科
料
を
課
し
、
社
会

扶
助
の
一
部
（
最
高
三
〇
％
）
を
削
減

す
る
。

・
Ｅ
Ｕ
市
民
と
そ
の
家
族
に
対
す
る
新
し

い
無
期
限
の
滞
在
資
格
と
し
て
「
欧
州

共
同
体
長
期
滞
在
許
可
」
を
創
設
す
る
。

・ 

刑
法
手
続
き
に
協
力
す
る
こ
と
に
同
意

し
た
人
身
売
買

被
害
者
に
対
す

る
一
時
的
滞
在

権
を
創
設
す
る
。

・
研
究
者
に
対
す

る
特
別
滞
在
資

格
、
お
よ
び
他

の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

の
大
学
に
入
学

を
認
め
ら
れ
た

学
生
に
対
す
る

特
別
滞
在
資
格

を
導
入
す
る
。

・
難
民
保
護
に
関

す
る
実
体
法
上

の
条
件
と
そ
れ

に
伴
う
身
分
権
、

難
民
手
続
き
の

形
式
、
難
民
申

請
者
の
生
活
条

件
な
ど
、
Ｅ
Ｕ

難
民
法
の
中
心

的
要
素
を
す
べ

　フォーカス

ドイツ／移民の統合策を加速
専門職不足を背景に中・東欧からの受入れ制限緩和を決定
ドイツ／移民の統合策を加速
専門職不足を背景に中・東欧からの受入れ制限緩和を決定
―外国人政策の最近の動向

･ 移民法は、従来 4種類に分かれていた滞在許可を、期限付きの滞在許可と無期限の定住許可の 2種類
に整理統合した。滞在の権利は、滞在の目的（雇用、教育訓練、人道的理由、および呼び寄せ家族の
移住など）に応じて決められる。

・外国人は、従来のように滞在許可と就労許可の 2つの申請手続きを別々に行う必要がなくなり、所轄
の外国人局に滞在許可の申請書を提出するだけでよくなった。申請を受けた外国人局は、申請書を地
方の雇用エージェンシーに送付して就労を許可するか否かの決定を求め、その結果を滞在許可に記載
する。

・外国人労働者の募集停止に関する規定は、未熟練および半熟練の労働者に関してだけでなく、熟練労
働者に関しても従来どおり効力を維持する。

・EU新規加盟国の国民は、ある一定の職に適したドイツ人または同等の資格を持つ候補者がいない場
合にのみ、その職に就くことが許可される。ただし、EU新規加盟国の国民は、非EU加盟国の国民
より優先される。

・高技能労働者（科学者、教授など）は、ドイツ入国後直ちに定住許可を取得できる。

・自営業者は、その予定する事業に顕著な経済的利益または特別の地域的な需要が存在し、その事業が
経済に有益な影響を与えることが期待され、しかも資金調達源を確保している場合（例えば、100万
ユーロ以上を投資して 10人以上の雇用を創出）に、滞在許可を得る資格がある。滞在許可を受けた
自営業者は、その事業が成功して生計が確保された場合には、3年後に定住許可を取得できる。

・外国人留学生は、自分の取得した学位に適合した職を見つけるために卒業後 1年間ドイツに留まるこ
とができる。

・合法的移住者（ドイツに定住希望の外国人、ドイツ系帰還者およびEU市民）は、全国的に標準化さ
れた統合化措置の基本パッケージ（ドイツ語 600時間、法令・文化・歴史 30時間）の提供を受ける。

出所：Federal Ministry of Interior "Immigration Law and Policy”

表１　移民法の主な特徴（2005年1月1日施行）

基本原則 滞在資格に適用されるすべての一般条件を満たした上で、労働市場の状況および失業の効果
的削減に関する必要性を考慮して、労働移民は許可される。

分　　野 特別な職業資格を必要
としない雇用

職業資格を必要とする
雇用

高度技能移民 自営業

条　　件

基本条件：
・国際協定
・入国手続きを規定す
る法令

基本条件：
・特定の職業の労働市
場参入を規定する法
令

・特定の場合における
公共の利益

１）科学者
２）教員および科学ス
タッフ

３）専門職（最低限以
上の収入）

１）経済的利益および
地域の需要
２）積極的な経済的影
響に対する期待
３）優れた経営計画

具体的な仕事の提示 具体的な仕事の提示 具体的な仕事の提示 参入過程におけるその
他の機関、専門機関、
商工会議所の関与

１．労働市場テスト
ａ）労働市場に否定的な影響がないこと
ｂ）その他の特権のある労働者の応募がないこと
２．１ａおよび１ｂの審査の後、連邦雇用エージェンシーが特定の
職業について労働市場および統合の観点から入国が正当かどうか
確認する。
３．連邦雇用エージェンシーの許可が必要ないと規定する法令また
は国際協定

年金保険に加入する申
請者にのみ滞在許可が
発給される。

滞在資格

有期の滞在資格 定住許可要件：
１．統合の意志および
公的支援なしに十分
生活できること

２．国家が規定した上
級国家機関の許可

３年間の有期滞在許可

最初の申請時と同一の条件を満たしていれば
延長が可能。

定住許可：自営業で成
功し、十分な生計手段
を獲得していること証
明すること

出所：Migration Policy Group"Current Immigration Debates in Europe 
Germany: Migration Country Report 2005”

表２　労働移民に関する移民法の規定
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て
適
用
す
る
。

・
ド
イ
ツ
に
投
資
し
、
雇
用
を
創
出
す
る

外
国
人
に
認
め
ら
れ
る
移
住
の
前
提
条

件
に
つ
い
て
、
最
低
投
資
総
額
を
一
〇

〇
万
ユ
ー
ロ
か
ら
五
〇
万
ユ
ー
ロ
に
、

創
出
す
べ
き
雇
用
数
も
一
〇
人
か
ら
五

人
に
緩
和
す
る
。

　

ま
た
、
人
道
的
理
由
に
よ
り
ド
イ
ツ
で
の

滞
在
を
一
時
的
に
容
認
さ
れ
て
い
る
外
国
人

に
対
し
、
一
定
の
条
件
を
満
た
し
て
い
る
場

合
、
〇
九
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
の
期
限
付

き
滞
在
権
お
よ
び
労
働
市
場
へ
の
参
入
権
を

与
え
る
。
そ
の
前
提
条
件
は
、
①
〇
七
年
七

月
一
日
現
在
、
独
身
者
は
八
年
以
上
、
未
成

年
の
子
供
が
い
る
家
族
は
六
年
以
上
、
ド
イ

ツ
に
滞
在
し
て
い
る
こ
と
②
統
合
へ
の
意
欲

を
示
し
て
い
る
こ
と
③
十
分
な
居
住
空
間
を

備
え
て
い
る
こ
と
④
十
分
な
ド
イ
ツ
語
の
知

識
を
持
っ
て
い
る
こ
と
⑤
外
国
人
局
に
故
意

の
偽
証
を
行
っ
た
こ
と
が
な
い
こ
と―

―

な

ど
で
あ
る
。
現
在
、
滞
在
を
容
認
さ
れ
て
い

る
一
六
万
四
〇
〇
〇
人
の
外
国
人
の
う
ち
約

九
万
四
〇
〇
〇
人
が
六
年
以
上
ド
イ
ツ
に
滞

在
し
て
お
り
、
さ
ら
に
そ
の
う
ち
の
六
万
四

〇
〇
〇
人
強
が
八
年
以
上
前
か
ら
ド
イ
ツ
で

暮
ら
し
て
い
る
。

　

就
労
に
よ
っ
て
十
分
な
生
活
費
を
稼
ぐ
こ

と
が
で
き
な
い
外
国
人
は
、
以
前
の
受
給
額

を
上
回
ら
な
い
社
会
給
付
を
受
給
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

　

一
〇
年
一
月
一
日
以
降
は
、
外
国
人
が
将

来
に
わ
た
っ
て
生
活
費
を
確
保
で
き
、
過
去

に
概
ね
就
労
し
て
い
た
事
実
を
証
明
で
き
る

場
合
、
滞
在
許
可
が
延
長
さ
れ
る
。
外
国
人

の
子
供
は
、
緩
和
さ
れ
た
条
件
に
基
づ
き
、

独
自
の
滞
在
許
可
を
取
得
で
き
る
。

　

シ
ョ
イ
ブ
レ
連
邦
内
務
相
は
、

「
こ
の
法
律
に
よ
っ
て
未
来
志
向

の
移
民
法
改
正
が
実
現
す
る
。
こ

れ
に
よ
り
わ
が
国
の
平
和
的
共
存

が
強
化
さ
れ
、
統
合
が
促
進
さ
れ

る
だ
ろ
う
。
今
回
の
移
民
法
改
正

は
、
外
国
人
や
移
民
の
統
合
機
会

を
改
善
す
る
こ
と
に
重
点
が
置
か

れ
て
い
る
」と
述
べ
た
。ま
た
、「
移

民
の
側
の
統
合
へ
の
意
欲
と
そ
れ

を
受
け
入
れ
る
社
会
の
側
の
統
合

へ
の
意
欲
が
あ
っ
て
初
め
て
共
生

が
成
り
立
つ
。
連
邦
政
府
は
移
民

の
包
摂
を
促
進
し
、
外
国
人
市
民

と
の
直
接
対
話
に
努
め
る
」
と
強

調
し
た
。

（
２
）
統
合
サ
ミ
ッ
ト

　

ド
イ
ツ
の
人
口
約
八
二
〇
〇
万

人
の
う
ち
、移
民
と
そ
の
子
孫（
ド

イ
ツ
国
籍
を
持
つ
者
を
含
む
）
が
約
一
五
〇

〇
万
人
を
占
め
て
い
る
。
政
府
は
七
月
一
二

日
、
移
民
の
統
合
状
態
の
改
善
を
テ
ー
マ
に

第
二
回
統
合
サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
し
た
。
サ
ミ

ッ
ト
に
参
加
し
た
連
邦
政
府
、
地
方
自
治
体
、

移
民
団
体
の
代
表
や
有
識
者
は
、
改
善
の
た

め
の
約
四
〇
〇
の
誓
約
を
含
む
国
家
統
合
計

画
を
採
択
し
た
。
統
合
計
画
は
、
昨
年
七
月

の
第
一
回
統
合
サ
ミ
ッ
ト
以
降
、
約
二
五
〇

人
の
専
門
家
が
六
つ
の
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
に
分
か
れ
て
議
論
し
策
定
し
た
も
の
で
あ

る
。
統
合
計
画
に
は
、
連
邦
政
府
、
州
お
よ

び
市
町
村
、
労
働
組
合
、
企
業
、
財
団
、
協

会
な
ど
、
数
多
く
の
団
体
に
よ
る
統
合
改
善

の
た
め
の
誓
約
や
移
民
団
体
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

　

ド
イ
ツ
政
府
は
一
一
年
ま
で
毎
年
七
五
億

ユ
ー
ロ
を
統
合
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
予
算
に

割
り
当
て
る
こ
と
を
表
明
し
た
。
統
合
コ
ー

ス
の
内
容
を
拡
充
し
、
若
者
、
母
親
、
文
盲

者
な
ど
の
必
要
に
合
わ
せ
た
コ
ー
ス
を
提
供

す
る
。
語
学
習
得
の
た
め
の
コ
ー
ス
の
受
講

時
間
数
を
現
在
の
六
〇
〇
時
間
か
ら
九
〇
〇

時
間
に
延
長
し
、
よ
り
少
人
数
の
ク
ラ
ス
で

実
施
す
る
。
政
府
は
ま
た
、
移
民
で
あ
る
企

業
経
営
者
の
協
力
を
得
て
一
〇
年
ま
で
に
一

万
の
研
修
生
ポ
ス
ト
を
確
保
し
、
若
年
移
民

の
就
労
へ
の
移
行
を
支
援
す
る
。
若
年
移
民

の
た
め
の
奨
学
金
制
度
も
充
実
さ
せ
る
。

　

連
邦
政
府
か
ら
語
学
コ
ー
ス
の
実
施
を
委

託
さ
れ
た
民
間
お
よ
び
非
営
利
の
語
学
学
校

は
、
受
講
時
間
中
の
託
児
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
ほ
か
統
合
計

画
は
、
幼
少
の
移
民
や
学
校
を
中
退
し
た
移

民
に
対
す
る
語
学
学
習
機
会
の
提
供
、
移
民

女
性
の
権
利
確
立
を
支
援
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
実
施
な
ど
を
盛
り
込
ん
で
い
る
。
ド
イ
ツ

の
地
方
自
治
体
も
よ
り
多
く
の
移
民
を
公
務

員
と
し
て
採
用
す
る
よ
う
約
束
し
た
。

　

メ
ル
ケ
ル
首
相
は
、国
家
統
合
計
画
を「
統

合
政
策
の
歴
史
に
お
け
る
マ
イ
ル
ス
ト
ー

ン
」
で
あ
り
「
ド
イ
ツ
が
未
だ
か
つ
て
経
験

し
た
こ
と
の
な
い
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
で
あ

る
と
賞
賛
し
、
〇
八
年
秋
に
進
捗
状
況
を
フ

ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
た
め
の
統
合
サ
ミ
ッ
ト

を
開
催
す
る
と
発
表
し
た
。

（
３
）
ト
ル
コ
系
移
民
団
体
の
反
発

　

ト
ル
コ
人
は
ド
イ
ツ
で
暮
ら
す
外
国
人
約

六
七
〇
万
人
の
な
か
で
最
大
の
グ
ル
ー
プ
を

形
成
し
て
い
る
（
表
３
）。
約
二
五
〇
万
人

の
ト
ル
コ
系
移
民
を
代
表
す
る
主
要
四
団
体

は
、
七
月
六
日
に
成
立
し
た
改
正
移
民
法
に

抗
議
す
る
た
め
、
統
合
サ
ミ
ッ
ト
を
ボ
イ
コ

ッ
ト
し
た
。
こ
れ
ら
の
団
体
は
、
呼
び
寄
せ

配
偶
者
の
最
低
年
齢
の
引
き
上
げ
や
基
礎
的

語
学
知
識
習
得
な
ど
の
規
制
強
化
に
反
対
し

て
い
る
。
こ
の
改
正
は
ト
ル
コ
人
社
会
に
蔓

延
す
る
強
制
結
婚
の
防
止
を
目
的
と
し
て
い

る
と
言
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
基
礎
的
語
学

知
識
習
得
の
要
件
は
、
日
本
、
米
国
、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
や
Ｅ
Ｕ

加
盟
国
か
ら
の
移
民
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。

ト
ル
コ
系
移
民
の
団
体
は
、
移
民
法
の
規
定

が
ト
ル
コ
人
社
会
を
狙
い
撃
ち
し
た
人
種
差

別
で
あ
る
と
糾
弾
す
る
。

２
．
専
門
職
の
不
足
と

　
　

規
制
緩
和

（
１
）
中
・
東
欧
諸
国
に
対
す
る
制
限
措
置

　

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
市
民
に
は
Ｅ
Ｕ
域
内
で
の

移
動
の
自
由
が
保
障
さ
れ
て
お
り
、
将
来
的

に
は
Ｅ
Ｕ
域
内
の
ど
こ
で
で
も
就
労
す
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
し
か
し
、
〇
四

年
五
月
に
Ｅ
Ｕ
加
盟
し
た
中
・
東
欧
諸
国
か

ら
の
低
賃
金
労
働
者
の
急
激
な
流
入
を
回
避
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す
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
旧
加
盟
一
五
カ
国
に
は
最

長
一
一
年
四
月
ま
で
新
規
加
盟
国
（
マ
ル
タ
、

キ
プ
ロ
ス
を
除
く
）
か
ら
の
労
働
者
受
入
れ

を
制
限
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
ド

イ
ツ
は
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、
ラ
ト
ビ
ア
、
リ
ト

ア
ニ
ア
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
、

チ
ェ
コ
共
和
国
、
ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア
、
ハ
ン
ガ

リ
ー
の
八
カ
国
の
労
働
者
に
対
し
、
当
該
ポ

ス
ト
に
適
し
た
ド
イ
ツ
人
が
見
つ
か
ら
な
い

場
合
の
み
、
労
働
許
可
を
発
行
し
て
い
る
。

こ
れ
は
Ｅ
Ｕ
拡
大
に
関
す
る
条
約
に
基
づ
く

第
二
段
階
（
〇
六
年
五
月
〜
〇
九
年
四
月
）

の
措
置
で
あ
り
、
労
働
市
場
に
深
刻
な
混
乱

や
脅
威
が
発
生
す
る
恐
れ
が
あ
る
場
合
の
み
、

最
終
段
階
（
〇
九
年
五
月
〜
一
一
年
四
月
）

も
制
限
措
置
を
継
続
す
る
こ
と
で
き
る
。
ド

イ
ツ
以
外
で
は
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
が
〇
九
年

四
月
ま
で
制
限
措
置
を
継
続
し
、
フ
ラ
ン
ス
、

ベ
ル
ギ
ー
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
、
デ
ン
マ
ー

ク
は
段
階
的
に
労
働
市
場
を
開
放
す
る
。
そ

の
他
の
旧
加
盟
国
は
既
に
規
制
を
撤
廃
し
て

い
る
。

　

ま
た
、
〇
七
年
一
月
に
Ｅ
Ｕ
加
盟
し
た
ブ

ル
ガ
リ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
に
対
し
て
は
、
Ｅ

Ｕ
二
五
カ
国
が
最
長
一
三
年
一
二
月
ま
で
労

働
者
の
受
入
れ
を
制
限
す
る
こ
と
が
認
め
ら

れ
て
い
る
。
現
在
は
、
マ
ル
タ
、
ラ
ト
ビ
ア

を
除
く
〇
四
年
の
新
規
加
盟
八
カ
国
と
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
だ
け
が
ブ
ル
ガ

リ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
か
ら
の
労
働
者
受
入
れ

を
認
め
て
い
る
。
ド
イ
ツ
は
こ
の
二
カ
国
の

労
働
者
に
対
し
て
も
労
動
許
可
の
取
得
を
義

務
づ
け
て
い
る
。

（
２
）
規
制
緩
和

に
賛
否
両
論

　

好
調
な
ド
イ
ツ

経
済
を
背
景
に
、

近
年
、
電
機
産
業

や
機
械
工
業
を
中

心
に
専
門
職
不
足

が
深
刻
化
し
て
お

り
、
今
後
も
継
続

す
る
と
見
ら
れ
る
。

こ
れ
は
九
六
年
以

降
、
工
学
・
自
然

科
学
専
攻
の
卒
業

生
の
数
が
大
幅
に

減
少
し
、
現
在
も

低
い
水
準
に
留
ま

っ
て
い
る
こ
と
に

よ
る
。
ド
イ
ツ
経

済
研
究
所
は
二
〇

年
ま
で
に
最
大
で

二
七
万
人
の
専
門

職
が
不
足
す
る
と
予
想
し
て
い
る
。
連
邦
経

済
省
が
委
託
し
た
調
査
に
よ
る
と
、
基
幹
産

業
に
お
け
る
専
門
職
不
足
が
ド
イ
ツ
経
済
に

年
間
二
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
ま
た
は
国
内
総
生
産

の
一
％
の
損
失
を
与
え
て
い
る
と
い
う
。

　

ド
イ
ツ
産
業
連
盟
（
Ｂ
Ｄ
Ｉ
）
は
、「
東
欧

に
は
高
技
能
労
働
者
が
数
多
く
存
在
す
る
。

我
々
に
一
刻
も
早
く
こ
れ
ら
技
術
者
へ
の
ア

ク
セ
ス
権
を
与
え
る
こ
と
が
死
活
的
に
重
要

で
あ
る
」
と
し
て
、
〇
九
年
以
前
に
東
欧
諸

国
に
対
し
て
労
働
市
場
を
開
放
す
る
よ
う
政

府
に
要
望
し
た
。
ド
イ
ツ
商
工
会
議
所
は
、

「
技
術
者
不
足
が
重
大
な
問
題
と
な
り
つ
つ

あ
る
。
こ
れ
は
成
長
を
著
し
く
阻
害
し
、
産

業
立
地
と
し
て
の
ド
イ
ツ
の
地
位
を
脅
か

す
」
と
警
鐘
を
鳴
ら
し
た
。

　

連
邦
労
動
社
会
省
の
ア
ン
ド
レ
ス
副
大
臣

も
七
月
二
五
日
、「
も
し
高
技
能
労
動
者
の
不

足
が
持
続
す
る
よ
う
な
ら
、
東
欧
諸
国
か
ら

の
外
国
人
労
働
者
の
受
入
れ
制
限
を
〇
九
年

以
前
に
廃
止
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
」
と

述
べ
た
。
た
だ
し
、
賃
金
ダ
ン
ピ
ン
ン
グ
を

防
止
す
る
た
め
、
当
該
分
野
に
越
境
労
働
者

派
遣
法
に
基
づ
く
最
低
賃
金
が
成
立
す
る
こ

と
を
条
件
と
し
た
。

　

一
方
、
連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
の
ヴ

ァ
イ
ゼ
長
官
は
、「
良
好
な
経
済
環
境
は
、
外

国
人
で
な
く
、
既
に
国
内
に
い
る
労
働
者
の

た
め
に
利
用
す
べ
き
で
あ
る
」
と
述
べ
た
。

キ
リ
ス
ト
教
民
主
同
盟
（
Ｃ
Ｄ
Ｕ
）
の
カ
ウ

ダ
ー
幹
事
長
も
、「
国
内
の
労
働
力
を
第
一
に

活
用
す
る
た
め
、
海
外
か
ら
流
入
す
る
労
働

力
よ
り
も
高
い
優
先
順
位
を
与
え
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
」
と
し
て
、
一
一
年
ま
で
の
制
限

措
置
継
続
を
主
張
し
た
。

　

ド
イ
ツ
労
動
総
同
盟
（
Ｄ
Ｇ
Ｂ
）
の
ゾ
ン

マ
ー
会
長
は
、
労
働
市
場
の
開
放
に
よ
っ
て

使
用
者
が
低
賃
金
労
働
者
の
雇
用
を
促
進
す

る
こ
と
を
警
戒
し
、
全
国
一
律
の
最
低
賃
金

制
度
の
導
入
を
要
求
し
た
。
Ｄ
Ｇ
Ｂ
幹
部
の

ブ
ン
テ
ン
バ
ッ
ハ
氏
も
、
も
し
計
画
よ
り
も

早
く
制
限
措
置
が
撤
廃
さ
れ
た
な
ら
ば
、
空

前
の
規
模
で
の
賃
金
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
引
き
起

こ
す
と
警
告
し
た
。

（
３
）
労
働
市
場
の
部
分
的
開
放
を
決
定

　

連
立
内
閣
は
八
月
二
三
、
二
四
の
両
日
、

ベ
ル
リ
ン
近
郊
で
、
政
権
の
残
り
任
期
二
年

間
の
政
策
を
検
討
す
る
た
め
の
会
議
を
開
催

し
た
。
こ
の
会
議
に
お
い
て
内
閣
は
、
Ｅ
Ｕ

新
規
加
盟
国
か
ら
の
労
働
者
の
受
入
れ
制
限

措
置
を
、
電
機
・
機
械
技
術
者
に
限
っ
て
一

一
月
一
日
か
ら
撤
廃
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。

エ
ス
ト
ニ
ア
、
ラ
ト
ビ
ア
、
リ
ト
ア
ニ
ア
、

ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
、
ハ
ン
ガ
リ

ー
、
チ
ェ
コ
共
和
国
、
ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア
、
ブ

ル
ガ
リ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
の
専
門
職
は
、
労

働
許
可
を
取
得
す
る
こ
と
な
く
ド
イ
ツ
で
就

労
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
ド
イ
ツ
商
工
会
議

所
は
こ
の
決
定
を
「
正
し
い
方
向
へ
の
小
さ

な
一
歩
」
と
評
し
た
。

　

し
か
し
、
最
近
は
中
・
東
欧
諸
国
も
同
様

の
労
働
力
不
足
に
悩
ん
で
い
る
。
特
に
ド
イ

ツ
と
国
境
を
接
す
る
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
は
高
技

能
労
働
者
の
不
足
が
深
刻
化
し
て
お
り
、
ド

イ
ツ
の
労
働
市
場
開
放
が
人
材
不
足
と
賃
金

上
昇
を
加
速
さ
せ
る
と
警
戒
し
て
い
る
。
専

門
家
は
ド
イ
ツ
が
中
・
東
欧
諸
国
か
ら
十
分

な
技
術
者
を
確
保
で
き
る
の
か
懐
疑
的
に
見

て
い
る
。　

　

内
閣
は
ま
た
、
ド
イ
ツ
の
大
学
で
学
位
を

取
得
し
た
外
国
人
学
生
に
対
し
、
専
攻
分
野

の
仕
事
に
就
く
た
め
に
卒
業
後
一
年
間
認
め

て
い
る
ド
イ
ツ
で
の
滞
在
権
を
三
年
間
に
延

長
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
こ
の
場
合
、
ド

イ
ツ
人
の
雇
用
を
優
先
す
る
審
査
基
準
も
廃

外国人人口（2005 年） 外国人労働者数（2005 年）

国　　籍 千人 国　　籍 千人

トルコ 1,764.0 トルコ 840.0 

イタリア 540.8 イタリア 391.0 

ポーランド 326.6 ギリシャ 201.0 

ギリシャ 309.8 クロアチア 195.0 

セルビア・モンテネグロ 297.0 セルビア・モンテネグロ 180.0 

クロアチア 228.9 ポーランド 167.0 

旧ユーゴスラビア 196.9 ボスニア・ヘルツェゴビナ 149.0 

ロシア連邦 185.9 オーストリア 135.0 

オーストリア 174.8 オランダ 86.0 

ボスニア・ヘルツェゴビナ 156.9 ポルトガル 83.0 

ウクライナ 130.7 スペイン 76.0 

オランダ 118.6 フランス 68.0 

ポルトガル 115.6 イギリス 62.0 

スペイン 107.8 アメリカ 56.0 

フランス 102.2 その他諸国 1,134.0 

その他諸国 1,999.3 ― -

合　計 6,755.8 合　計 3,823.0

出所：OECD"International Migration Outlook 2007"

表３　ドイツの外国人統計
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止
す
る
。

（
４
）
Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
の
受
入
れ
も
議
論
に

　

ド
イ
ツ
は
七
三
年
に
外
国
人
労
働
者
の
募

集
停
止
を
宣
言
し
た
。
現
在
も
Ｅ
Ｕ
域
外
の

第
三
国
か
ら
の
低
技
能
労
働
者
の
受
入
れ
は

原
則
的
に
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
技
能
労
働
者

も
特
定
の
職
種
に
限
り
労
働
市
場
の
状
況
を

考
慮
し
て
労
動
許
可
を
与
え
て
い
る
。
高
度

技
能
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
特
別
な
専
門
知

識
を
持
つ
学
者
や
卓
越
し
た
地
位
に
あ
る
教

授
・
科
学
者
に
は
初
め
か
ら
無
期
限
の
定
住

許
可
と
労
働
許
可
を
与
え
る
。
し
か
し
、
技

術
者
や
Ｉ
Ｔ
専
門
家
な
ど
、
第
三
国
の
専
門

職
が
ド
イ
ツ
で
就
労
す
る
た
め
に
は
、
公
的

疾
病
保
険
加
入
限
度
額
の
二
倍
以
上
の
年
収

（
〇
七
年
は
八
万
五
五
〇
〇
ユ
ー
ロ
）
が
あ

る
こ
と
を
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ

の
所
得
規
定
に
基
づ
き
〇
六
年
に
ド
イ
ツ
へ

入
国
し
た
外
国
人
専
門
職
は
五
〇
〇
人
に
も

満
た
な
か
っ
た
と
い
う
。

　

キ
リ
ス
ト
教
社
会
同
盟
（
Ｃ
Ｓ
Ｕ
）
の
グ

ロ
ス
経
済
相
は
、
Ｅ
Ｕ
域
外
か
ら
優
秀
な
人

材
を
確
保
す
る
た
め
、
高
額
の
年
収
制
限
を

半
分
に
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す
る
。
キ
リ

ス
ト
教
民
主
同
盟
（
Ｃ
Ｄ
Ｕ
）
の
シ
ャ
バ
ン

教
育
相
も
四
万
〜
六
万
ユ
ー
ロ
へ
の
引
き
下

げ
を
提
唱
し
て
い
る
。

　

他
方
、
社
会
民
主
党
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
の
ミ
ュ

ン
テ
フ
ェ
リ
ン
グ
副
首
相
兼
労
動
社
会
相
は
、

約
三
七
〇
万
人
の
失
業
者
へ
の
対
策
を
優
先

す
べ
き
で
あ
り
、
特
に
こ
れ
ま
で
職
を
見
つ

け
る
こ
と
が
困
難
で
あ
っ
た
高
齢
技
術
者
を

再
訓
練
し
て
活
用
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る

と
し
て
い
る
。

　

Ｓ
Ｐ
Ｄ
は
、
シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
政
権
が
進
め

た
〇
五
年
移
民
法
の
制
定
過
程
で
Ｃ
Ｄ
Ｕ
の

反
対
に
よ
っ
て
法
案
か
ら
削
除
さ
れ
た
「
ポ

イ
ン
ト
制
」
の
導
入
を
再
び
提
起
し
て
い
る
。

ポ
イ
ン
ト
制
は
、
労
働
市
場
の
状
況
に
応
じ

て
外
国
人
労
働
者
の
受
入
れ
を
調
整
す
る
た

め
、
資
格
や
職
業
経
験
、
年
齢
、
言
語
知
識
、

出
身
国
等
の
評
価
基
準
に
基
づ
き
選
抜
手
続

き
を
行
う
も
の
で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
、
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
な
ど
で
採
用
さ
れ
て
い
る
。
Ｃ
Ｄ

Ｕ
は
こ
れ
に
反
対
の
立
場
を
貫
い
て
お
り
、

Ｃ
Ｓ
Ｕ
と
と
も
に
外
国
人
専
門
職
の
年
収
制

限
の
引
き
下
げ
を
主
張
し
て
い
る
。

　

八
月
二
三
日
、
二
四
日
の
内
閣
会
議
で
も
、

こ
れ
ら
の
問
題
の
結
論
は
先
送
り
さ
れ
た
。

（
国
際
研
究
部　

大
島
秀
之
）
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